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（別 紙）

電気通信事業法施行規則及び指定電気通信設備の接続料に関する原価算定規則の一部改正（案）に対する意見
この度は本件に関し意見の招請をおこなっていただき誠に有り難く存じます。次のとおり弊社意見を申し述べさせていただきますので、よろしくお取り計らいの程、お願い申し上げます。

1. 専用線や電話等への拡大と光回線のＣＴＦ開放について
今回の改正にて、ドライカッパが接続約款で規定されることとなりますが、弊社はこれを歓迎いたします。また、ラインシェアリングも規定されることになりｻｰﾋﾞｽの多様化という意味でも当社はこれを歓迎いたします。ただし、本接続がＤＳＬやＩＰサービスに限定されることなく、専用線や電話等の用途にも接続可能であることを明確化していただきたく思います。また、すでにご検討のことと思いますが、これに引き続き、光回線のＣＴＦ開放も早急に可能とするべく貴審議会においてご検討いただきたいと考えます。
2. 標準的な開通工事期間と標準的な工事手続きについて

今回新たに５つの接続点での相互接続が可能となりますが、相互接続が提供されるための標準的な開通工事期間と標準的な工事手続きについては、公正競争条件確保の観点から、NTT東日本／西日本の営業部門と工事担当部門にも同様に適用されることが重要と考えます。NTT東西の工事担当部門は営業部門からのｻｰﾋﾞｽ申込みがいつまでにどのように処理されたかを示す記録を残し、これを毎月郵政省に報告すべきです。当社といたしましては、御省／貴審議会におかれては当該報告の内容を公表すべきと考えます。

3. 定額制接続料の料金ﾚﾍﾞﾙについて

Iｲﾝﾀﾌｪｰｽ加入者ﾓｼﾞｭｰﾙ折返し機能の接続料金につき、定額制による接続料金の設定がなされるべきことが規定されたことを歓迎いたします。なお、今後具体的に設定される定額制の接続料金に関しましては、利用者向け料金との関係において公正競争確保の観点から適正な水準であるべきことを明確に規定していただきたいと考えます。当該接続料金は少なくとも利用者向け料金の原価から営業関係費用（他のｻｰﾋﾞｽの接続料では60%前後かと思われる）を控除したものあるいは長期増分費用方式で算定される原価のいずれか低額となるものとすべきと考えます。
ＡＴＭ６００Ｍｂ／ｓ接続専用線の新設に伴う接続約款の変更の認可に際して、御省は「料金体系が相互に異なる接続料と利用者向け料金との間で、部分のみを捉えるのであれば、逆転も十分生じ得るし、そのことのみをもって反競争性を断定するべきではない」と結論づけられております。この結論の解釈如何によってはNTT東日本及びNTT西日本は本件の定額制接続料についても利用者向け料金との関係において不当な水準の料金設定を行う恐れがあります。そして、御省のご結論によればそのような料金設定が適正であるとされる恐れがあります。従いまして、当社といたしましては、定額制の接続料金の料金水準に関し利用者向け料金との関係において、他事業者の利用を阻害しないような適正な水準であるべきことを規定するべきと考えます。

なお、当社といたしましては、上記御省のご結論は以下の理由で当を得ていないものと考えます。

①他事業者はある特定のｻｰﾋﾞｽを提供するためにNTT東日本及びNTT西日本とある特定の形態（例えば、特定の回線容量のATM専用線）で相互接続して当該ATM専用線と競合するようなｻｰﾋﾞｽを提供したいと考えることがあり得ると思います。ｻｰﾋﾞｽの多様化のためにはこのような事業者も当然あってよいと思います。この場合において、その特定の回線容量のATM専用線の接続料が利用者向け料金よりも高額（あるいは充分に低額でない）とすればそのような事業者は存在を認められないことになります。

②料金設定の反競争性の判断は、その料金設定による競争阻害性の度合いをもって判断されるべきです。我が国の独占禁止法においても、差別対価、不当廉売等の不公正な取引方法の判断基準として「公正な競争を阻害するおそれがあるか否か」、「他の事業者の事業活動を困難にさせるおそれがあること」等があげられています。料金体系において一部についてであれば差別対価、不当廉売等が認められるという考え方はとられていないと思います。

4. IP通信網ｻｰﾋﾞｽ ﾀｲﾌﾟ2（月額利用料 2,900円）に対応した接続料金の設定について
IP通信網ｻｰﾋﾞｽ ﾀｲﾌﾟ２についてもNTT東日本及びNTT西日本は早急に相互接続点を接続約款に規定し、それに対応する定額制の接続料を設定するべきです。

このﾀｲﾌﾟ２はいまだに試験ｻｰﾋﾞｽとして提供されておりますが、最近の雑誌で報じられているところによれば、NTT東日本及びNTT西日本によるｻｰﾋﾞｽ提供の状況は試験ｻｰﾋﾞｽの趣旨から大きく逸脱したものとなっていると思われます（ﾃﾚｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ7月号 68ﾍﾟｰｼﾞ“NTTのIP接続ｻｰﾋﾞｽが大ﾋｯﾄ 7月全国展開でﾐﾘｵﾝｾﾗｰに”）。試験ｻｰﾋﾞｽ期間中とのことで接続料が設定されていないため、他事業者はNTT東日本及びNTT西日本と相互接続することにより同等のｻｰﾋﾞｽを提供することが不可能な状況にあります。

当社はこのような形でNTT東日本及びNTT西日本により独占的に月額固定料金のｻｰﾋﾞｽが提供されることは、公正競争を著しく阻害するものであると考えます。また、これにより、各ISP事業者は両社の地域IP網への接続を余儀なくされる状況が生じます。これは両社の独占性を助長するものであり、公正競争確保の点から問題があると考えます。

貴審議会におかれましては、公正競争条件確保のため、NTT東日本及びNTT西日本に対し当該相互接続点を接続約款に規定しその接続料を設定するようお命じいただきたく、弊社は強く要請いたします。

以上

